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Ⅰ 日韓台の国際比較
 1. 有機農業の動向について

○コロナ禍前の動向

・韓国：産直→量販店や大手スーパー（Eマートなど
）→学校給食をはじめとする公共調達

・台湾：ファーマーズマーケット→量販店や大手ス

ーパー（全聯福利中心、家楽福など）

・日本：産直＋専門店→量販店や大手スーパー

※全体としてクロ－ズド・マーケットからオープ
ン・マーケットがメインに（市場が成熟している
かどうかは別）



○コロナ禍における動向

・韓国：停滞（コロナ禍当初は学校給食への供給

がストップしたことなどによる混乱）

・台湾：順調に増加

・日本：あまり変わらず（産直や直売所利用は増加傾

向）、コロナ禍後少し増加傾向？

※日本の有機農業の普及水準低い（茶など除く ）
→有機農業ににおいても取り残される日本？
※韓国、台湾もEU諸国に比べると普及水準低い



2. 有機農業関連政策の動向

・韓国：直接支払いを含めて1999年に体系化
→公共調達（地方自治体→国）／低農薬・無農薬・
有機→無農薬・有機

・台湾：2018年に体系化／有機・友善農業

・日本：1999年有機JAS→2006年有機農業  推進法

→2020年みどりの食料システム戦略

／環境保全型農業



〇政策的観点におけるエビデンスと有機農業
の意義付け
（日韓台で共通して）

・食品安全性＋環境性→環境性（自然循環、生物多様

性）

※食品の安全性が不要になったわけではない

例 輸出時の残留農薬のチェックなど

※環境性の「見える化」の重要性

→農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」

（農林水産省（2025））

※生物多様性への注目：台湾・友善農業、日本・田ん                                                

ぼの生き物調査、生き物ブランド米 など



〇台湾の「友善農業」と農法変革

〇台湾では有機農業政策の中に、「石虎」（ベ  ンガ
ルヤマネコの1種) 等絶滅危惧種の保全に対応した

農法を要件とする生物多様性に配慮した「友善農
業」が制度化

〇作目は水稲以外も対象となっている／「石虎の場
合は、果樹やコーヒーが対象作目



写真1 友善農業の実践例：白鷺鶯珈琲荘園①（台湾国立中興大学オーガニックファーマ
ズ・マーケットにて）

出所：筆者撮影



写真2 友善農業の実践例：白鷺鶯珈琲荘園②（台湾国立中興大学オーガニックファーマ
ズ・マーケットにて）

出所：筆者撮影



写真3 友善農業の表示例①：白鷺鶯珈琲荘園のコーヒー（台湾国立中興大学オー
ガニックファーマズ・マーケットにて）

出所：筆者撮影



写真4 友善農業の表示例②：台中市内量販店の柑橘

出所：筆者撮影



石虎・友善農業の栽培基準

○無農薬

○無化学肥料

※有機認証より厳しくなくてOK

○圃場内にビニールがない

○圃場内の野草の草丈が30cm以上

→石虎が身を隠すことができるための配慮



3. 価格・コストなどについて

（日韓台で共通して）

・労働集約的→生産コスト高→販売価格高cf流通コスト

※品目毎に見ていく必要（価格の変動やブランド化した農産物

との価格差などを十分に考慮する必要性）

※有機農業の普及拡大には生産コストの低減努力必要

だが、普及水準が低い段階ではニッチ・マーケット

※一定割合普及が進んでいるEU諸国でプレミアム価格を実現

（吉田報告）→東アジアでも同様の可能性

※日本の環境保全型稲作の収益性（日田他（2024）等）

※有機農業についての社会的価値共有の重要性＋質的転換をも
たらす主体（生協など）への注目（佐藤報告）



Ⅱ 日本への示唆
1. 有機茶生産の動向(農林水産省（2025ｂ）等)
〇日本における緑茶の生産動向を確認すると、栽培面積は緩やか
に減少、生産量は約8万トンで推移。
〇茶農家1戸当たりの栽培面積は拡大、特に鹿児島県では規模拡
大が顕著。
〇生産の担い手については、基幹的農業従事者数は年々減少、
2010年には51％であった65歳以上の割合が、2020年に0は
61％と高齢化が進展。
〇全国の茶園の約4割が中山間地域に位置し、傾斜等の要因で乗
用型機械導入が遅れている地域も。茶園の約4割が、樹齢30年以
上と老園化し、収量、品質の低下が懸念、改植等への支援の実施面
積は全体の1割程度。
〇消費動向をみると、リーフ茶の消費量は減少傾向。一方、簡便化
志向等で緑茶飲料の消費量は増加傾向。年齢別1世帯当たりの年
間支出額は、年代が低いほど少なく年代が高いほど多い特徴。



〇茶の価格は①茶種による価格差、②茶期による価格差等
が大きく、これに品質に応じた価格差が加わるため、生産
者や産地によって大きな差が生じている。

↓

〇こうした中で、少なからぬ日本の茶生産者は、強い危機                      
意識を有し、海外輸出に本格的に活路を求めている。
〇茶の輸出額は、健康志向や日本食への関心の高まり等を                                                   
背景に、抹茶を含む粉末茶の需要が拡大し、過去最高額に。
〇有機栽培茶は海外でのニーズが高く、同時に強く求められ
る残留農薬基準をクリアする可能性も高いことから、輸出に
適していると評価されている。主な輸出先は米国、台湾、EU
等。

↓

〇特に、平坦地での生産が多く、大規模化が進んでいる鹿児
島県などでは、後発産地でかつ気象条件などから品種などの
制約もあり、旧来産地に比べて品質の評価が低い傾向から価
格が安い傾向→有機栽培への農法転換に積極的。



〇輸出先国・地域における日本茶需要の拡大は、相対的に安
価な他国産製品との競争をもたらし、有機緑茶が訴求すべ
き価値実現を維持した輸出拡大を期待し難くなる可能性
や、非有機製品の輸出が容易になれば、有機茶の輸出拡大
に向けた関心や努力が薄まる可能性が指摘されている（李
他（2023））。

〇しかし、かつて、農薬なしにはまともな品質のものは作れ
ないと言われてきた茶の生産において、全体で5％ものの農
地面積のシェアを有機緑茶が占めるに至ったことのインパ
クトは小さくない。
〇中でも、気象条件的に有機栽培に相対的に有利とされる
中山間地域に立地する旧来産地よりも平坦地に立地する鹿児

島県など新興産地で農法転換が進んでいること、さらに、
生産のみならず、フードシステム全般においてもイノベー
ティブな変革をもたらしていること、リーフ茶で日本国内
の生協との新たな提携が生まれていることなどは、注目に
値するといえる。



・日本はEUや韓国、台湾から学ぶところが少なくない

・有機JAS認証と直接支払制度の連動化の必要性

→日本の場合、有機JAS認証は、有機農業の政策的推進とは

別個に策定。その結果、有機農業関連政策と有機認証の
連動がうまくないだけではなく、「慣行栽培よりも環境
性でより好ましい農業を営んでいるはずなのに、インチ
キをしていないかなど厳しくチェックされる」という印
象

→生産者が有機認証を取得するモチベーションがあ がるよう
な有機認証の位置づけや推進の仕方が必要

→2018年の台湾の有機農業政策の体系化が参考に

2. 政策的支援のあり方につい て



○オーガニックビレッジ事業につい て

• 食料システム戦略の柱の1つ

• 有機農業の生産から消費まで一貫し、農業者のみならず

事業者や地域内外の住民を巻き込んだ地域ぐるみの取組
を進める市町村

• 2025年までに100市町村、2030年までに200市町村創出す
ることを目標

↓

• 「有機農業と地域づくり」（→オーガニック・ローカル

フードシステム）という地域政策を視野に入れた取り組
みであり、自治体などの関心や期待が高まっている→より
強力に推進する必要



〇有機農業の規定の問題点

○有機農業＝無農薬＋無化学肥料ではない

→その目的や内実、農法の変革・形成こそ重要＝環境
性のみならず、社会性などの取り込み検討の必要

→SDGs？／先進事例では多元化

exスローフードにおける食品のクオリティ：

「おいしい」（味の多様性・地域性）「きれい」
（＝環境性）「正しい」（＝社会的公正）

※コーデックス委員会：生物の多様性、生物的循環
及び土壌の生物活性等、農業生態系の健全性を促
進し強化する全体的な生産管理システム



3. 農法革新の方向と課題（中島(2021)等 ）

○農業には「人為的技術（工業的資材投入）依存」
の農業と「自然力（自然共生）依存」の農業の2

つ／近代農業は過度に前者に偏っているのに対し
て、有機農業技術の基本的な方向は「自然共生」
の追求

→「低投入」＋「内部循環」

→生態系を豊かに育み、その仕組みを生かす ことを
通じて自然と共生

※農法変革の鍵は生物多様性

→アジアモンスーンの恵み



○有機農業の生産力は、外部からの投入に依存する

のではなく、圃場内外の生態系形成と作物の生命
力、そして両者が結びついた循環的活力形成に依
拠（中島（2010））

↓

○作物の生命力＋田や畑内外の生態系の力

※「田んぼは稲を生産するだけでなく多様な生き物
を育む」

※「何かを排除するというのは農法としてレベルが
低い」（宇根（1996）等）



〇農法革新のための課題と東アジア型農法
の形成の必要性

〇有機農業の推進のためには、農法や生産技術の革新 により

アジアモンスーンの高温多湿な気候がもたらすマイナス面等
の克服が必要という認識。

〇その一方で、日本において有機農業は政策的にも研究的に
も長く否定される傾向が強かったことから 、これまでの有機

農業関連の農法や生産技術は生産者をはじめとする生産現場
で主として培われてきた。今日の農政の認識においても、有
機農業については、現場で培われた優れた技術が蓄積されて
おり、こうした技術を体系化し、横展開するとともに、開発
されつつある技術の社会実装を進めていく必要があるとして
いる（農林水産省（2025a））



〇実際には、生産現場で蓄積されてきた有機農業の実践技術
は十分に解析されているとはいえない。

〇技術開発や普及に関しては、依然としてトップダウン型モ
デルが適用、関連主体も農業改良普及組織や農協等を専ら
想定。生産者や生協等消費者団体を含む有機農業関連組織・
ネットワークは等閑視。そもそも有機農業に限らず農法や生
産技術は生産者にとってアイデンティティ形成の核。現場
の主体性や創発性を尊重して現場で培われた農法や生産技
術の解析を進めつつ、ボトムアップ型の技術開発・普及と対
応する研究が急務。

〇以上を踏まえ、アジアモンスーンがもたらす高温多湿な気
候を高い生産性や環境性等の実現のための要因と捉え直
し、欧州と異なる里山・里地をベースとした東アジア型の
農法形成（→東アジア型有機農業）の必要性



〇有機農業における立ち遅れ的状態から早く脱するように、

欧州や韓国、台湾などに学びつつ、政策的支援の強化を
急ぐ必要

↓

●量的のみならず、質的転換を図る主体への注目と公的支援
の必要性

●オーガニックビレッジ関連事業の活用  など

※学校給食については、日本では2005年以降食育基本法の

制定等により学校給食において地産地消や郷土料理の伝
承などを全国的に推進＋定住対策として学校給食の無償
化が進められており、地元産の有機農産物の公共調達は
比較的実施しやすい

＋ふるさと納税  など

4. 有機農業推進の基本方向



〇農法革新のためには、生産現場で主として培われてきた優れた農法や
生産技術を解析して横展開できるようにすることが急務

↓

● ボトムアップ型の技術開発・普及システムの確立、さらにはそれぞれを
ベースとした欧州と異なる里山・里地をベースとした東アジア型の農法
形成（→東アジア型有機農業）の必要性

● 農法と農産物の「見える化」→技術開発目標の明確化＋政策支援対象の

明確化さらには品質としての位置づけ、経営戦略との結び付けの重要性
→有機農業の社会的価値共有化の実現

○ 福祉、医療、教育との結び付け、特に、農福連携との結び付けの必要性

●専業的な農業（経営）だけでなく、自給的な農にも対象を広げる必要（岩
元（2019））  cf都市農業振興基本法の制定、農福連携におけるユニバ
ーサル農園の展開  など

※東アジアにおける有機農業関連の実践・研究の連携の必要性



①吉田報告

・私見では、有機認証をとっていないケースは必要ない（メリットがない）から＋以

前から取り組みを行っているケースが多いように思われるが、そのあたりの影響は

？（家族経営で顕著？）

・有機認証取得のハードルが下った場合、認証取得関連の効果は どうなるのか？

②魏報告

・環境性などを政策的に推進するにはどうしたら良いのか？関連 して

GAPの役割及び親環境農業政策との連携の可能性は？

・卸売市場では品質に問題という指摘→具体的には？

③佐藤報告

・オープンマーケットの拡大・成熟化の必要性と質的転換の担い 手について（FSの転換

自体はFSを組織化する主体ではないか？）

・環境性などを推進する上でのTAPの役割及び連携の可能性は？

Ⅲ 報告者への質問
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